
令和４年度「体育・スポーツ施設に関する調査研究」 

仕 様   書 

令 和 ４ 年 ３ 月 １ 日 
スポーツ庁参事官（地域振興担当）



１ 委託事業名 

令和４年度「体育・スポーツ施設に関する調査研究」 

 

２ 事業の目的 

体育・スポーツの振興に資するため我が国における体育・スポーツ施設の設置者

別現在数や施設の開放状況等を明らかにし、今後のスポーツ振興施策の企画・立案

に必要な基礎データを得るため、前年度に実施した体育・スポーツ施設現況調査の

とりまとめ、調査結果の傾向分析等を行う。 

 

３ 成果物 

次の（１）～（５）を提出すること。 

 

（１）調査結果の概要（速報値） 

令和 4 年 9 月までにスポーツ庁ホームページで公開する、調査結果の概

要（速報値）について、公表値として取りまとめ、図・表の Excelファイル

とともに、wordファイルで作成・提出すること。 

 

（２）調査結果の概要（確報値） 

契約期間満了までにスポーツ庁ホームページで公開する、調査結果の概要

（確報値）について、社会教育調査の結果も用いて公表値を取りまとめ、図・

表の Excelファイルとともに、wordファイルで作成・提出すること。 

 

（３）政府統計の総合窓口（e-Stat）掲載用データ 

政府統計の総合窓口（e-Stat）に掲載するための確報値を Excel ファイ

ルとして取りまとめ、提出すること。 

 

（４）調査票の検票一覧表およびエラー値等をデータクレンジングした後のロー

データ（確報値） 

前年度実施の体育・スポーツ施設現況調査の調査票（報告者から excel

ファイルで直接提出されたもの含む）およびローデータについてエラー値等

を報告者へ確認するなどし、調査票の検票とデータクレンジングを行い、結

果をそれぞれ Excelファイルで提出すること。 

 

（５）報告書 

A4版無線綴じで製本したものを 200部作成すること。 

タイトルについては「我が国の体育・スポーツ施設 －体育・スポーツ

施設現況調査報告－」とし、350ページ程度で取りまとめること。 

 

 

４ 委託契約期間 

委託契約締結日 ～ 令和５年３月１４日 

 



５ 委託事業の内容 

「２ 事業の目的」を踏まえ、以下（１）～（３）のとおり体育・スポーツ施設

に関する調査研究をするために係る一連の事業を実施すること。 

 

（１）調査票の検票およびデータクレンジングの実施 

・前年度事業で提出のあった調査票（報告者からexcelファイルで直接提出さ

れたもの含む）の検票ならびにローデータのデータクレンジングを行う。 

・調査票の検票に当たっては、必要に応じて逐次記録し、修正箇所と修正内容

が分かる一覧表（以下「検票レポート」）を作成すること。 

・検票レポートについては、MS Excel【xlsまたはxlsx】形式で保存すること。 

・データクレンジングに当たっては、次の事項について必ず実施すること。 

時系列審査 

過去の数値と比較して、増減数、増減率を確認し、著しい増減が生じ

ていないか等、特異な傾向を示していないかを審査する。 

社会経済情勢からみた妥当性のチェック 

特に新型コロナウイルス感染症の影響も踏まえ、妥当な内容となって

いるか審査する。 

・データについては調査票ごとにローデータを作成し、提出すること。 

・ローデータについては、MS Excel【xlsまたはxlsx】形式で作成すること。 

 

（２）調査結果のとりまとめ 

①速報値の集計、概要の作成 

・調査結果を、学校体育・スポーツ施設、大学・短期大学・高等専門学校体育

施設ごとに集計し、概要文とともに図・表を作成し、令和4年9月までにスポ

ーツ庁ホームページに公開する資料（報道用資料含む）を作成する。 

②確報値の集計、概要の作成 

・社会教育調査の二次利用データも使い、調査結果を、学校体育・スポーツ施

設、大学・短期大学・高等専門学校、公共スポーツ施設、民間スポーツ施設

ごとに集計し、概要文とともに図・表を作成し、令和5年4月までにスポーツ

庁ホームページに公開する資料（報道用資料含む）を作成する。 

・社会教育調査の二次利用データに関してはスポーツ庁より貸与する。 

・前回調査の概要については以下リンク先に掲載されているので参考とするこ

と。 

https://www.mext.go.jp/sports/content/20200422-spt_stiiki-136816

5.pdf 

   ③政府統計の総合窓口（e-Stat）掲載用データの作成 

・政府統計の総合窓口（e-Stat）に掲載するための、確報値を Excelファイル

として取りまとめる。 

・前回調査結果のデータセットについては以下リンク先に掲載されているので

参考とすること。 

https://www.mext.go.jp/sports/content/20200422-spt_stiiki-1368165.pdf
https://www.mext.go.jp/sports/content/20200422-spt_stiiki-1368165.pdf


https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalis

t&toukei=00402101&tstat=000001088795&cycle=0&tclass1=00000113973

2&tclass2val=0 

 

（３）報告書の作成 
・調査結果を取りまとめた報告書を作成すること。取りまとめに当たっては別

紙１の項目を想定している。 

 

 

その他、当事業を行うにあたり留意すべき事項については次の（４）、（５）の

とおりである。 

 

（４）セキュリティ 

①情報漏えい等の防止 

・各工程において、情報漏えい等、不具合の発生について防止措置を講ずるこ

と。 

・事業全体を通じて機密の保持や個人情報の取扱の遵守を図るために必要な措

置を講ずること。 

・集計に当たっては、情報漏えい防止のための措置を十分講ずること。 

・入力作業時におけるセキュリティを確保するとともに、不測の事態にも迅速

に対応すること。 

・事業全体を通じて想定されるリスク（個人情報及び機密情報に関する破損・

紛失・漏えいなど）を最小化するための方策を講ずるとともに緊急事態や不

測の事態に対応するための対応マニュアルを作成し、その履行に必要な体制

を整備すること 

・なお、本事業の遂行に当たっては、本件業務の遂行に当たって当たっては，

情報セキュリティの確保のために，以下の文書の最新版を参照し，準拠、遵

守すること。 
・文部科学省情報セキュリティポリシー 
※文部科学省セキュリティポリシーは非公表の資料であるが、契約締結

後に受注者が文部科学省に守秘義務の誓約書を提出した後に開示する。 
・政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準（令和３年度版） 
・政府機関等の対策基準策定のためのガイドライン（令和３年度版） 
※詳細については内閣官房セキュリティセンターホームページ

（https://www.nisc.go.jp/active/general/kijunr3.html）を参照すること。 
 

（５）事業全体の連携・マネジメント 

①事業全体に関する体制 

・事業の各工程の連携を図るとともに、全体のマネジメントを適切に行うこと。

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00402101&tstat=000001088795&cycle=0&tclass1=000001139732&tclass2val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00402101&tstat=000001088795&cycle=0&tclass1=000001139732&tclass2val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00402101&tstat=000001088795&cycle=0&tclass1=000001139732&tclass2val=0
https://www.nisc.go.jp/active/general/kijunr3.html


本仕様書に示す業務を確実に実施する体制を確立すること。 

・事業のスケジュール・進捗状況や経理状況を適切に管理するとともに、事業

全体の業務分担、関係機関との間の役割や責任を明確化すること。 

 

６ 応札者に求められる要件 

（１）要求要件の概要 

① 本委託事業に係る応札者に求める要求要件は、「（２）要求要件の詳細」に

示すとおりである。 

② 要求要件は、必須の要求要件と必須以外の要求要件がある。 

③ 「＊」の付してある項目は必須の要求要件であり、最低限の要求要件を示

しており、技術審査においてこれを満たしていないと判断がなされた場合

は不合格として落札決定の対象から除外される。 

④ 必須以外の要求要件は、満たしていれば望ましい要求要件であるが、満た

していなくても不合格とならない。 

⑤ これらの要求要件を満たしているか否かの判断及びその他提案内容の評価

等は、技術審査委員会において行う。なお、総合評価落札方式に係る評価

は別添の総合評価基準に基づくものとする。 

 

 

（２）要求要件の詳細 

１ 調査業務の実施方針 

１－１ 調査内容の妥当性、独創性                    

＊１－１－１ 仕様書記載の本事業内容について全て提案されていること。 

〔仕様書に示した内容以外の独自の提案がされていれば望

ましい。〕 

     ＊１－１－２ 偏った調査内容となっていないこと。 

１－２ 事業方法の妥当性、独創性                    

＊１－２－１ 調査の抽出・分析手法が妥当であること。〔分析手法に事業

成果を高めるための工夫があれば望ましい。〕 

＊１－２－２ 調査項目・調査手法が明確であること。 

１－３ 作業計画の妥当性、効率性                    

＊１－３－１ 作業の日程・手順等に無理がなく目的に沿った実現性があ

ること。〔作業の日程・手順等が効率的であれば望ましい。〕 

２ 組織の経験・能力 

２－１ 組織の類似調査業務の経験                    

＊２－１－１ 過去に類似の調査を実施した実績があること。〔類似事業の

実績内容により別途評価する。〕 

２－２ 組織の調査実施能力                       

＊２－２－１ 事業を遂行する人員が確保されていること。 

２－２－２ 幅広い知見・人的ネットワーク・優れた情報収集能力を有

していれば望ましい。 

＊２－２－３ 事業を実施する上で適切な財務基盤、経理能力を有してい

ること。 

３ 業務従事予定者の経験・能力 

３－１ 業務従事予定者の類似調査事業の経験               



＊３－１－１過去に類似の調査を実施した実績があること。〔事業従事予

定者が過去に委員会の運営をした実績があれば望ましい。〕 

３－２ 業務従事予定者の事業内容に関する専門知識・適格性        

＊３－２－１ 調査内容に関する知識・知見を有していること。 

 ３－２－２ 調査内容に関する人的ネットワークを有していれば望まし

い。 

４ ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標 

４－１ ワーク・ライフ・バランス等の取組                

４－１－１ 以下のいずれかの認定等又は内閣府男女共同参画局長の認

定等相当確認を受けていれば望ましい。 

○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活

躍推進法）に基づく認定（えるぼし認定企業、プラチナえ

るぼし認定企業）又は一般事業主行動計画策定（常時雇用

する労働者の数が 300 人以下のものに限る） 

○次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（く

るみん認定企業・プラチナくるみん認定企業） 

○青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に

基づく認定 

５ 賃上げを実施する企業に関する指標 

５－１ 賃上げの表明                         

  以下のいずれかを表明していれば望ましい。（いずれかを応札者が選択

するものとする※１） 

５－１－１ 令和４年４月以降に開始する入札者の事業年度において、

対前年度比で「給与等受給者一人当たりの平均受給額※２」

を大企業においては３％以上、中小企業※３等においては

1.5％以上増加させる旨を従業員に表明していること 

５－１－２ 令和４年以降の暦年において、対前年比で「給与等受給者

一人当たりの平均受給額※２」を大企業においては３％以

上、中小企業※３等においては 1.5％以上増加させる旨を従

業員に表明していること。 

※１ 経年的に賃上げ表明を行う場合、賃上げ表明を行う期間は、前年

度に加点を受けるために表明した期間と重ならないように

すること。 

※２ 中小企業等においては、「給与総額」とする。 

※３ 中小企業とは、法人税法（昭和４０年法律第３４号）第６６条第

２項、第３項及び第６項に規定される、資本金等の額等が

１億円以下であるもの又は資本等を有しない普通法人等を

いう。 

 

７ 検  査 

発注者は、受託者が納入した納入品につき、仕様書記載事項が満足されているこ

とを、確認したことをもって検収とする。 

 

８ 守秘義務 

受託者は、本調査事業の実施で知り得た非公開の情報を第三者に漏えいしてはな

らない。 

受託者は、本調査事業に係わる情報を他の情報と明確に区別して、善良な管理者



の注意義務をもって管理し、本調査業務以外に使用しないこと。 

 

９ 届出義務 

  受注者は女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定など技

術提案書に記載した事項について、認定の取消などによって記載した内容と異なる

状況となった場合には、速やかに発注者へ届け出ること。 

 

10 賃上げを実施する企業に関する指標に係る留意事項 

  発注者は、受注者が賃上げを実施する企業に関する指標における加点を受けた場

合、受注者の事業年度等（事業年度及び暦年をいう。）が終了した後、表明した率

の賃上げを実施したことを以下の手法で確認する。 

・5-1-1 の場合は、賃上げを表明した年度及びその前年度の法人事業概況説明書

の「10主要科目」のうち「労務費」、「役員報酬」及び「従業員給料」の合

計額を「４期末従業員等の状況」のうち「計」で除した金額を比較する。 

・5-1-2 の場合は、給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表の「１給与所得の

源泉徴収票合計表（375）」の「Ａ俸給、給与、賞与等の総額」の「支払金額」

欄を「人員」で除した金額により比較する。 

※中小企業等にあっては、上記の比較をすべき金額は、5-1-1の場合は「合計額」

と、5-1-2の場合は「支払金額」とする。 

加点を受けた受注者は、確認のため必要な書類を速やかに発注者に提出するこ

と。ただし、前述の書類により賃上げ実績が確認できない場合であっても、税理士

又は公認会計士等の第三者により上記基準と同等の賃上げ実績を確認することが

できる書類であると認められる書類等をもって代えることができる。 

 

上記の確認を行った結果、加点を受けた受注者が表明書に記載した賃上げ基準に

達していない場合又は本制度の趣旨を意図的に逸脱している場合においては、当該

事実判明後の総合評価落札方式において所定の点数を減点するものとする。詳細は

別紙２の１、別紙２の２裏面の（留意事項）を確認すること。なお、確認に当たっ

て所定の書類を提出しない場合も、賃上げ基準に達していない者と同様の措置を行

う。 

 

11 協議事項 

この仕様書に記載されていない事項、又は本仕様書について疑義が生じた場合

は、スポーツ庁と適宜協議を行うものとする。 



別紙１ 

 

令和４年度「体育・スポーツ施設に関する調査研究」報告書取りまとめ項目 

 

※印箇所は今回調査報告書から追加した取りまとめ項目 

 
Ⅰ調査概要 

１  体育・スポーツ施設現況調査要項 

２  調査票の回収状況 

３  社会教育調査結果の活用 

II 調査結果の概要 

１  体育・スポーツ施設の設置状況 

２  施設の規模別にみた設置状況 

３  夜間照明の設置状況 

４  施設・設備の設置施設数 

５  学校体育施設の開放状況 

６  公共スポーツ施設における指定管理者制度の導入状況 

III 統計表 

Ａ  調査種別・施設種別  設置箇所数 

Ｂ  調査種別・施設種別  設置コート面数 

【都道府県別・市区町村人口規模別状況】 

 調査種別  設置箇所数 

１  陸上競技場 

２  野球場・ソフトボール場 

３  球技場 

４  多目的運動広場 

５  水泳プール（屋内） 

６  水泳プール（屋外） 

７  レジャープール 

８  ダイビングプール 

９  体育館 

１０  柔道場 

１１  剣道場 

１２  柔剣道場（武道場） 

１３  空手・合気道場 

１４  バレーボール場（屋外） 

１５  庭球場（屋外） 



１６  庭球場（屋内） 

１７  バスケットボール場（屋外） 

１８  すもう場（屋外） 

１９  すもう場（屋内） 

２０  卓球場 

２１  弓道場 

２２  アーチェリー場 

２３  馬場 

２４  アイススケート場（屋内） 

２５  アイススケート場（屋外） 

２６  ローラースケート・インラインスケート場（屋外） 

２７  ローラースケート・インラインスケート場（屋内） 

２８  山の家 

２９  トレーニング場 

３０  レスリング場 

３１  ボクシング場 

３２  ダンス場 

３３  射撃場 

３４  ゴルフ場 

３５  ゴルフ練習場 

３６  ボウリング場 

３７  漕艇場 

３８  ゲートボール・クロッケー場 

３９  スカッシュ・ラケットボール場 

４０  ヨット場 

４１  スキー・スノーボード場 

４２  キャンプ場 

４３  ハイキングコース 

４４  サイクリングコース 

４５  オリエンテーリングコース 

４６  ランニングコース 

４７  冒険遊具コース 

４８  海の家・海水浴場等の施設 

４９  河川・湖沼等の遊泳場 

５０  スカイスポーツ施設 

５１  体操競技場 

５２  その他の施設 

調査種別  設置コート面数 

５３  バレーボール場（屋外） 

５４  庭球場（屋外） 



５５  庭球場（屋内） 

５６  バスケットボール場（屋外） 

施設規模別  設置箇所数 

５７  陸上競技場 

５８  野球場・ソフトボール場 

５９  球技場 

６０  多目的運動広場 

６１  水泳プール（屋内） 

６２  水泳プール（屋外） 

６３  体育館 

６４  柔道場 

６５  剣道場 

６６  柔剣道場（武道場） 

６７  ゴルフ場 

学校段階別・施設規模別  設置箇所数 

６８  陸上競技場 

６９  野球場・ソフトボール場 

７０  球技場 

７１  多目的運動広場 

７２  水泳プール（屋内） 

７３  水泳プール（屋外） 

７４  体育館 

７５  柔道場 

７６  剣道場 

７７  柔剣道場（武道場） 

施設種別  夜間照明設置状況 

７８  陸上競技場 

７９  野球場・ソフトボール場 

８０  球技場 

８１  多目的運動広場 

８２  水泳プール（屋外） 

８３  バレーボール場（屋外） 

８４  庭球場（屋外） 

８５  バスケットボール場（屋外） 

８６  すもう場（屋外） 

８７  弓道場 

８８  トレーニング場 

施設種別  夜間照明設置状況 

８９  施設・設備の設置施設数  

施設種別  大学・高専体育施設  地域開放状況 



９０  陸上競技場 

９１  野球場・ソフトボール場 

９２  球技場 

９３  多目的運動広場 

９４  水泳プール（屋内） 

９５  水泳プール（屋外） 

９６  体育館 

９７  柔道場 

９８  剣道場 

９９  柔剣道場（武道場） 

１００  バレーボール場（屋外） 

１０１  庭球場（屋外） 

１０２  バスケットボール場（屋外） 

１０３  すもう場（屋外） 

１０４  卓球場 

１０５  弓道場 

１０６  トレーニング場 

施設種別  公共スポーツ施設及び民間スポーツ施設の指導者配置状況 

１０７  陸上競技場 

１０８  野球場・ソフトボール場 

１０９  球技場 

１１０  多目的運動広場 

１１１  水泳プール（屋内） 

１１２  水泳プール（屋外） 

１１３  体育館 

１１４  柔道場 

１１５  剣道場 

１１６  柔剣道場（武道場） 

１１７  庭球場（屋外） 

１１８  庭球場（屋内） 

１１９  トレーニング場 

１２０  キャンプ場 

公立学校体育施設  開放事業 

１２１  実施市区町村数 

１２２  条例・規則等の整備状況 

１２３  予算措置状況 

１２４  予算措置状況 

１２５  施設使用料 

１２６  施設設置状況 

１２７  開放運営組織が行う独自事業 



１２８  運営上の主な課題 

公立学校体育施設 

１２９  施設種別  施設保有状況 

１３０  学校種別  開放状況：屋外運動場 

１３１  学校種別  開放状況：体育館 

１３２  学校種別  開放状況：水泳プール（屋内） ※ 

１３３ 学校種別 開放状況：水泳プール（屋外） ※ 

１３４  学校種別  開放状況：屋外庭球場 

１３５ 学校種別 開放状況：武道場 ※ 

公立学校体育施設  開放の対象 

１３６  小学校  屋外運動場 

１３７  小学校  体育館 

１３８  小学校  水泳プール（屋内） ※ 

１３９ 小学校 水泳プール（屋外） ※ 

１４０  小学校  屋外庭球場 

１４１ 小学校 武道場 ※ 

１４２  中学校  屋外運動場 

１４３  中学校  体育館 

１４４  中学校  水泳プール（屋内） ※ 

１４５ 中学校 水泳プール（屋外） ※ 

１４６  中学校  屋外庭球場 

１４７ 中学校 武道場 ※ 

１４８  高等学校等  屋外運動場 

１４９  高等学校等  体育館 

１５０  高等学校等  水泳プール（屋内） ※ 

１５１ 高等学校等 水泳プール（屋外） ※ 

１５２  高等学校等  屋外庭球場 

１５３ 高等学校等 武道場 ※ 

公立学校体育施設  開放の形態と頻度 

１５４  小学校  屋外運動場 

１５５  小学校  体育館 

１５６  小学校  水泳プール（屋内） ※ 

１５７ 小学校 水泳プール（屋外） ※ 

１５８  小学校  屋外庭球場 

１５９ 小学校 武道場 ※ 

１６０  中学校  屋外運動場 

１６１  中学校  体育館 

１６２  中学校  水泳プール（屋内） ※ 

１６３ 中学校 水泳プール（屋外） ※ 

１６４  中学校  屋外庭球場 



１６５ 中学校 武道場 ※ 

１６６  高等学校等  屋外運動場 

１６７  高等学校等  体育館 

１６８  高等学校等  水泳プール（屋内） ※ 

１６９ 高等学校等 水泳プール（屋外） ※ 

１７０  高等学校等  屋外庭球場 

１７１ 高等学校等 武道場 ※ 

公立学校体育施設  学校段階別  開放の時間帯 

１７２  平日  屋外運動場 

１７３  平日  体育館 

１７４  平日  水泳プール（屋内） ※ 

１７５ 平日 水泳プール（屋外） ※ 

１７６  平日  屋外庭球場 

１７７ 平日 武道場 ※ 

１７８  休日  屋外運動場 

１７９  休日  体育館 

１８０  休日  水泳プール（屋内） ※ 

１８１ 休日 水泳プール（屋外） ※ 

１８２  休日  屋外庭球場 

１８３ 休日 武道場 ※ 

公立学校体育施設  開放時の業務運営形態 

１８４  小学校  屋外運動場 

１８５  小学校  体育館 

１８６  小学校  水泳プール（屋内） ※ 

１８７ 小学校 水泳プール（屋外） ※ 

１８８  小学校  屋外庭球場 

１８９ 小学校 武道場 ※ 

１９０  中学校  屋外運動場 

１９１  中学校  体育館 

１９２  中学校  水泳プール（屋内） ※ 

１９３ 中学校 水泳プール（屋外） ※ 

１９４  中学校  屋外庭球場 

１９５ 中学校 武道場 ※ 

１９６  高等学校等  屋外運動場 

１９７  高等学校等  体育館 

１９８  高等学校等  水泳プール（屋内） ※ 

１９９ 高等学校等 水泳プール（屋外） ※ 

２００  高等学校等  屋外庭球場 

２０１ 高等学校等 武道場 ※ 

公立学校体育施設  学校段階別  開放管理指導員の配置 



２０２  屋外運動場 

２０３  体育館 

２０４  水泳プール（屋内） ※ 

２０５ 水泳プール（屋外） ※ 

２０６  屋外庭球場 

２０７ 武道場 ※ 

公立学校体育施設  開放管理指導員の謝金 

２０８  小学校  屋外運動場 

２０９  小学校  体育館 

２１０  小学校  水泳プール（屋内） ※ 

２１１ 小学校 水泳プール（屋外） ※ 

２１２  小学校  屋外庭球場 

２１３ 小学校 武道場 ※ 

２１４  中学校  屋外運動場 

２１５  中学校  体育館 

２１６  中学校  水泳プール（屋内） ※ 

２１７ 中学校 水泳プール（屋外） ※ 

２１８  中学校  屋外庭球場 

２１９ 中学校 武道場 ※ 

２２０  高等学校等  屋外運動場 

２２１  高等学校等  体育館  

２２２  高等学校等  水泳プール（屋内） ※ 

２２３ 高等学校等 水泳プール（屋外） ※ 

２２４  高等学校等  屋外庭球場 

２２５ 高等学校等 武道場 ※ 

公立学校体育施設  学校段階別  開放のための措置 

２２６  屋外運動場 

２２７  体育館 

２２８  水泳プール（屋内） ※ 

２２９ 水泳プール（屋外） ※ 

２３０  屋外庭球場 

２３１ 武道場 ※ 

施設種別  公共スポーツ施設 

２３２  指定管理者制度導入状況 

公立学校体育施設  学校段階別  開放施設の使用料 

２３３  屋外運動場 

２３４  体育館 

２３５  水泳プール（屋内） ※ 

２３６ 水泳プール（屋外） ※ 

２３７  屋外庭球場 



２３８ 武道場 ※ 

《参考資料》 

１  施設種別の定義（施設の内容と規模基準） 

２  体育・スポーツ施設現況調査の内容 

３  集計表 

（１）昭和４４年調査 

（２）昭和５０年調査 

（３）昭和５５年調査  

（４）昭和６０年調査  

（５）平成２年調査  

（６）平成８年調査  

（７）平成１４年調査  

（８）平成２０年調査  

（９）平成２７年調査  

（１０）平成３０年調査 

（１１）令和３年調査 



   

体育・スポーツ施設現況調査の内容 

 

１ 調査の名称（□特定一般統計調査 ■その他の一般統計調査） 

体育・スポーツ施設現況調査 

 

２ 調査の目的 

体育・スポーツの振興に資するため我が国における体育・スポーツ施設の設置者別現在数や施設の開

放状況等を明らかにし、今後のスポーツ振興施策の企画・立案に必要な基礎データを得ることを目的と

する。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 ■事業所 □企業・法人・団体 ■地方公共団体 □その他） 

都道府県教育委員会、市区町村教育委員会、都道府県、国公私立大学、国公私立短期大学及び国公

私立高等専門学校、国立大学法人附属学校 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

○ 都道府県教育委員会      ４７ 

○ 市区町村教育委員会  約１，７００ 

○ 都道府県           ４７ 

○ 大学           約８００ 

○ 短期大学         約３００ 

○ 高等専門学校        約６０ 

○ 国立大学法人附属学校   約２００ 

 

（２）報告者の選定方法（■全数 □無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

大学（短期大学）・高等専門学校、国立大学法人附属学校については、文部科学省が保有する名簿

を利用し、調査実施時点で存在するものに対し調査を行う。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は別添４－４調査票を参照）  



   

公私立の学校（小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、専修学

校及び各種学校）、国公私立の大学、短期大学及び高等専門学校並びに国立大学法人附属学校のスポ

ーツ施設、公立の社会教育施設（公民館、青少年教育施設、女性教育施設等）に付帯するスポーツ施

設について、以下の調査票の区分により把握する。 

① 学校体育・スポーツ施設調査票 

体育・スポーツ施設設置箇所数、体育・スポーツ施設設置コート面数 

体育・スポーツ施設規模別設置箇所数、体育・スポーツ施設夜間照明設置施設数 

外国人向け表示設置施設数、スロープ設置施設数、障害者用トイレ設置施設数 

エレベーター設置施設数、簡易昇降機設置施設数、点字案内設置施設数 

障害者用浴室（共用を含む。）設置施設数、障害者用駐車場設置施設数 

  ② 公立学校体育施設開放状況調査票（１） 

都道府県教育委員会・市区町村教育委員会の開放事業の概要 

（条例・規則の有無、予算措置の有無、予算額、使用料、運営組織の有無、運営組織が行う独自事

業、開放事業運営上の主な課題） 

  ③ 公立学校体育施設開放状況調査票（２） 

公立学校体育施設の開放状況 

（保有施設数、開放施設数、開放の対象、開放の形態・頻度、開放時間帯、開放業務運営形態、

開放運営組織が行う独自事業、管理指導員の配置状況、管理指導員の謝金、開放のための措置、

開放施設の使用料） 

  ④ 公立社会教育施設に付帯するスポーツ施設調査票 

体育・スポーツ施設設置箇所数、体育・スポーツ施設設置コート面数 

体育・スポーツ施設規模別設置箇所数、指導者のいる施設数 

指導者の人数（兼任、専任）、体育・スポーツ施設夜間照明設置施設数 

夜間開放施設数、指定管理者制度導入施設数 

外国人向け表示設置施設数、スロープ設置施設数、障害者用トイレ設置施設数 

エレベーター設置施設数、簡易昇降機設置施設数、点字案内設置施設数 

障害者用浴室（共用含む）設置施設数、障害者用駐車場設置施設数 

  ⑤ 大学・短期大学・高等専門学校体育施設調査票（１） 

⑥ 大学・短期大学・高等専門学校体育施設調査票（２）（国立大学法人附属学校） 

体育・スポーツ施設設置箇所数、体育・スポーツ施設設置コート面数 



   

体育・スポーツ施設規模別設置箇所数、夜間照明設置施設数 

開放施設数、年間開放日数（調査実施前年度実績） 

外国人向け表示設置施設数、スロープ設置施設数、障害者用トイレ設置施設数 

エレベーター設置施設数、簡易昇降機設置施設数、点字案内設置施設数 

障害者用浴室（共用含む）設置施設数、障害者用駐車場設置施設数 

〔集計しない事項の有無〕 無■ 有□ 

（２）基準となる期日又は期間 

学校体育・スポーツ施設調査票 

公立社会教育施設に付帯するスポーツ施設調査票 

大学・短期大学・高等専門学校体育施設調査票（１） 

大学・短期大学・高等専門学校体育施設調査票（２）（国立大学法人附属学校） 

令和３年 

１０月１日現在 

公立学校体育施設開放状況調査票（１） 

公立学校体育施設開放状況調査票（２） 

令和２年度 

１年間の実績 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

① 学校体育・スポーツ施設調査票、公立学校体育施設開放状況調査票（１）、公立学校体育施設開

放状況調査票（２）、公立社会教育施設に付帯するスポーツ施設調査票 

（ア）公立（組合立を含む。）の学校に関するもの 

文部科学省 ― 民間事業者 ― 都道府県教育委員会 ― 市区町村教育委員会 

（注）都道府県立の学校については、都道府県教育委員会が報告する。 

（イ）私立（株式会社立を含む。）の学校に関するもの 

文部科学省 ― 民間事業者 ― 都道府県 

② 大学・短期大学・高等専門学校体育施設調査票（１） 

文部科学省 ― 民間事業者 ― 国公私立大学、短期大学及び高等専門学校 

③ 大学・短期大学・高等専門学校体育施設調査票（２）（国立大学法人附属学校） 

文部科学省 ― 民間事業者 ― 国立大学法人 

（２）調査方法 

□郵送調査  ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム ■独自のシステム □電子メー

ル） □調査員調査 □その他（     ） 



   

〔調査方法の概要〕 

・ スポーツ庁から民間事業者を経由して、報告者にオンライン調査画面のＵＲＬを電子メールで

送付する。 

なお、市町村教育委員会については、都道府県教育委員会が、民間事業者から送付されたオンラ

イン調査画面のＵＲＬを電子メールで送付する。 

・ 報告者は、ＵＲＬにアクセスし、民間事業者のシステムにログインし、入力・回答する。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 □１年 □２年 ■３年 □５年 □不定期 □その他（ ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：平成３０年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

令和３年１０月上旬～令和３年１２月下旬 

 

８ 集計事項  

（１）調査種別・施設種別 設置箇所数  

（２）調査種別・施設種別 設置コート面数 

（３）都道府県別・市区町村人口規模別・調査種別 設置箇所数 

（４）都道府県別・市区町村人口規模別・調査種別 設置コート面数 

（５）都道府県別・市区町村人口規模別・施設規模別 設置箇所数 

（６）都道府県別・市区町村人口規模別・学校段階別・施設規模別 設置箇所数 

（７）都道府県別・市区町村人口規模別・施設種別 夜間照明設置状況 

（８）都道府県別 施設・設備の設置箇所数 

（９）都道府県別・市区町村人口規模別 施設種別 大学・高専体育施設 地域開放状況 

（１０）都道府県別・市区町村人口規模別 施設種別 公共スポーツ施設及び民間スポーツ施設の指導者

配置状況 

（１１）都道府県別 公立学校体育施設 開放事業 

（１２）都道府県別・施設種別 公立学校体育施設 施設保有状況 

（１３）都道府県別・学校種別 公立学校体育施設 開放状況 

（１４）都道府県別 公立学校体育施設 開放の対象 

（１５）都道府県別 公立学校体育施設 開放の形態と頻度 

（１６）都道府県別・学校段階別 公立学校体育施設 開放の時間帯 

（１７）都道府県別・学校段階別 公立学校体育施設 開放時の業務運営形態 

（１８）都道府県別・学校段階別 公立学校体育施設 開放時の管理指導員の配置 



   

（１９）都道府県別 公立学校体育施設 管理指導員の謝金 

（２０）都道府県別・学校段階別 公立学校体育施設 開放のための措置 

（２１）都道府県別・市区町村人口規模別・施設種別 公共スポーツ施設 指定管理者制度導入状況 

（２２）都道府県別・学校段階別 開放施設の使用料 

（注）本調査では、①学校における体育施設及び②公立社会教育施設等に付帯するスポーツ施設について把握しているが、集計表

の（１）～（５）、（７）、（８）及び（１０）については、「社会教育調査」（文部科学省実施の基幹統計調査）の「体育

施設調査票」で把握している③社会体育施設及び④民間体育施設に係る以下の項目の調査票情報も用いて、我が国における体

育施設全体を集計している。 

・設置者 

・指定管理の相手先 

・施設の所在地 

・都道府県番号 

・市（区）町村番号 

・施設の種類及び箇所数（規模別箇所数含む） 

・指導系職員の状況 

・施設の開設状況（夜間開設施設数（１９～２１時）、年間利用者数） 

・施設・設備の有無 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

（２）公表の方法（■e-Stat  □インターネット（e-Stat以外） ■印刷物  □閲覧） 

（３）公表の期日 

令和４年９月末までに概要を公表し、令和５年４月末までに確定値を公表する。 

 

10 使用する統計基準等 

□使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（   ） 

■使用しない  

本調査は、学校施設等における体育・スポーツ施設を対象とする調査であり、調査対象の範囲の確定

及び集計結果の表示に、日本標準産業分類等の統計基準を用いる余地がないことから、いずれの統計基

準も使用しない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

保存期間：記入済み調査票は５年間保存 

調査票内容の記録媒体は無期限保存 

保存責任者：スポーツ庁参事官（地域振興担当） 



   

 



Ⅰ　基礎的事項

１．都道府県番号

Ⅱ　学校体育施設の現況

規模 規模

1 2

1

2

3

4

5

6

9

10

11

12

14 （ 面）

15 （ 面）

16 （ 面）

17 （ 面）

18

19

20

21

25

29

46

47

51

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

１２．調査担当課名/Tel１０．本校・分校別

４．市区町村名 ５．教育委員会名

１１．調査担当者名

２．市区町村番号

エレ
ベーター

（２）夜間照明のあ
る施設数 外国人向け表示 スロープ

３．都道府県名

弓道場

相撲場（屋内）

卓球場

バレーボール場(屋外）

体育・スポーツ施設現況調査
A　学校体育・スポーツ施設調査票

簡易
昇降機

障害者
浴室

（共用含）

相撲場（屋外）

バスケットボール場（屋外）

庭球場（屋内）

そ
の
他

体操競技場

アイススケート場（屋外）

トレーニング場

ランニングコース

庭球場（屋外）

剣道場

体育館

柔道場

柔剣道場（武道場）

水泳プール（屋内）

多目的運動場

水泳プール（屋外）

野球場・ソフトボール場

種類
番号

　　　　　　　項　　　目 （１）　箇所数

　施　設　種　別 3

規模

冒険遊具コース

陸上競技場

※　該当する施設がない場合は空欄となります。

障害者用トイレ

（３）施設・設備の設置施設数

障害者用
駐車場

点字
案内

球技場

９．設置者別６．学校コード ７．学校名 ８．学校種別

統計法に基づく国
の統計調査です。
調査票情報の秘密
の保護に万全を期
します。



Ⅰ　基礎的事項

5

6 （　 課）

Ⅱ　開放事業の概要
[Ⅱ－５及びⅡ－７については複数回答可]

7　開放事業運営上の主な課題

予算の確保 利用予約・調整手続の改善 鍵の管理者の確保 なし

使用料徴収事務の負担軽減 受益者負担の適正化 開放校の負担軽減 その他

なし　　

6　開放運営組織が行う独自事業 ある なし 開放校により異なる

4　開放施設の使用料 有料 無料 両方の場合がある

5　開放運営組織の有無

ある 教育委員会 開放校（中学校区）ごと 開放校（小学校区）ごと

2　開放のための予算措置 人件費 物件費 両方がある なし

3　開放事業の年間予算額（総額） （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 円　　

調査担当者名

※　該当項目のチェックボックスにチェックを入れてください。Ⅱ－３は予算額を記入してください。

１　開放のための条例や規則 条例がある　 規則がある 要項（綱）等がある なし

３．都道府県名 ４．市区町村名

教育委員会名

体育・スポーツ施設現況調査
B　公立学校体育施設開放状況調査票（１）

１．都道府県番号 ２．市区町村番号

統計法に基づ
く国の統計調
査です。調査
票情報の秘密
の保護に万全
を期します。



Ⅰ　基礎的事項

（　 課）

Ⅱ　公立学校体育施設の開放状況

1

2

ア昼間のみ開放している（早朝を含む）

イ夜間（およそ19～21時）のみ開放している

ウ昼間も夜間も開放している

ア昼間のみ開放している（早朝を含む）

イ夜間（およそ19～21時）のみ開放している

ウ昼間も夜間も開放している

7

11 　開放施設の使用料

（４）開放のためのトイレ・ロッカー等の付帯設備がある

天然と人工芝の併設

（２）開放のために、芝生化がされている

天然芝

人工芝10
開放のた
めの措置

（１）開放のための夜間照明がある

（３）開放のためのクラブハウス（ルーム）がある

（4）その他

（2）市区町村費のみ9
管理指導
員の謝金

（1）都道府県費のみ

（3）上記の両方を含む

（2）配置していない

　開放運営組織が行う独自事業 ある なし 開放校により異なる

8
管理指導
員の配置

（1）配置している

（5）その他

（4）委託先（指定管理者を含む）の民間企業、スポーツ団体 が中心

（3）運営委員会が中心
6

開放業務
運営形態

（1）開放校が中心

（2）教育委員会が中心

（２）休日（土曜
日、日曜日、祝
日及び学校休業
日）

　5
開放の
時間帯

（１）平日

（３）要請に応じて不定期的に開放
ア年間１０日以上

イ年間９日以下

ウ年間１４日以下

イ年間１５日～２９日
（２）学校の長期休業中
（夏・冬等）に開放

ア年間３０日以上

イ土曜日

4
開放の
形態と
頻度

（１）年間を通じてほぼ定期的に
曜日を決めるなどして開放

ア平日（月～金曜日）

ウ日曜日(祝日含む）

イ　学区（校区）に限らない
aクラブ（団体）のみ

b個人利用も可

b個人利用も可（2）
一般にも

開放

ア　学区（校区）に限る
aクラブ（団体）のみ

　　ウイルス感染症の影響により開放を中止した施設数

　3
開放の
対象

(1)自校の児童・生徒に限る

開放施設
数

（２）令和元年度は開放したが、令和２年度は新型コロナ

（１）開放施設数

保有施設数

項目 屋内 屋外

１０．調査担当者名

※　該当がない場合は空欄となります。

施設種別

７．学校種別 ８．設置者別 ９．本校・分校別

５．学校コード ６．学校名

３．都道府県名 ４．市区町村名

体育・スポーツ施設現況調査
B　公立学校体育施設開放状況調査票（２）

１．都道府県番号 ２．市区町村番号

１ 屋外運動場 ２ 体育館

３ 水泳プール

４ 屋外庭球場

統計法に基づ
く国の統計調
査です。調査
票情報の秘密
の保護に万全
を期します。

５ 武道場



Ⅰ　基礎的事項

１．都道府県番号

３．都道府県名

Ⅱ　スポーツ施設の現況

規模 規模

1 2 ①専任 ②兼任

1

2

3

4

5

6

9

10

11

12

14 （ 面）

15 （ 面）

16 （ 面）

17 （ 面）

21

29

51

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

※　該当する施設がない場合は空欄となります。

７．調査担当課名 課

（３）
指導者数
（実人数）

（５）
夜間開放
施設数

（１９～２１
時）

（６）
指定管理者
制度を導入

している
スロープ

障害者用
トイレ

規模

そ
の
他

体操競技場

柔剣道場（武道場）

トレーニング場

弓道場

バスケットボール場（屋外）

柔道場

体育館

庭球場（屋内）

庭球場（屋外）

バレーボール場(屋外）

剣道場

多目的運動場

球技場

水泳プール（屋外）

水泳プール（屋内）

野球場・ソフトボール場

陸上競技場

　施　設　種　別 3

外国人向け
表示

エレ
ベーター

簡易
昇降機

点字
案内

障害者
浴室

（共用含）

障害者用
駐車場

種類
番号

　　　　　　　項　　　目 （１）　箇所数
（２）

指導者のい
る施設数

（７）施設・設備の設置施設数

４．市区町村名

　　Tel ：　

（４）
夜間照明の
ある施設数

２．市区町村番号 ５．教育委員会名

６．調査担当者名

体育・スポーツ施設現況調査
Ｃ　公立社会教育施設に付帯するスポーツ施設調査票

（公民館、青少年教育施設、女性教育施設等に付帯するスポーツ施設）

統計法に基づく
国の統計調査で
す。調査票情報
の秘密の保護に
万全を期します。



Ⅰ　基礎的事項

１．学校コード

６．体育施設所在市区町村名

Ⅱ　体育施設の現況

（２） （３） （４）

規模 規模

1 2

1

2

3

4

5

6

9

10

11

12

13

14 （ 面）

15 （ 面）

16 （ 面）

17 （ 面）

20

21

22

23

28

29

30

31

32

35

51

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

９．学校種別

夜間照明のある
施設数

地域に開放してい
る

施設数

そ
の
他

庭球場（屋内）

馬場

山の家・林間学校

トレーニング場

庭球場（屋外）

剣道場

柔道場

バスケットボール場（屋外）

卓球場

ゴルフ練習場

弓道場

体操競技場

アーチェリー場

レスリング場

ダンス場

水泳プール（屋外）

柔剣道場（武道場）

バレーボール場(屋外）

空手・合気道場

体育館

多目的運動場

水泳プール（屋内）

３．記入者名 ４．課/Tel

（５）施設・設備の設置施設数

規模 外国人向け
表示

スロープ
障害者用

トイレ
エレ

ベーター
簡易

昇降機
点字
案内

障害者用
駐車場

野球場・ソフトボール場

種類
番号

　　　　　　　項　　　目 （１）　箇所数

障害者
浴室

（共用含）

年間開放日数
（R２年度実績）3

陸上競技場

ボクシング場

※算用数字（１，２，３）で記入し、該当施設がない場合は空欄となります。

５．体育施設所在都道府県

球技場

　施　設　種　別

７．在籍学生数

２．学校名

８．調査票番号 １０．本校・分校別

体育・スポーツ施設現況調査
Ｄ　大学・短期大学・高等専門学校体育施設調査票（１）

統計法に基づく
国の統計調査で
す。調査票情報
の秘密の保護に
万全を期します。



Ⅰ　基礎的事項

１．学校コード

６．体育施設所在市区町村名

Ⅱ　体育施設の現況

（２） （３） （４）

規模 規模

1 2

1

2

3

4

5

6

9

10

11

12

14 （ 面）

15 （ 面）

16 （ 面）

17 （ 面）

20

21

29

46

51

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（国立大学法人附属学校）

体操競技場

そ
の
他

ランニングコース

弓道場

トレーニング場

庭球場（屋内）

バスケットボール場（屋外）

卓球場

バレーボール場(屋外）

庭球場（屋外）

水泳プール（屋外）

体育館

柔道場

剣道場

柔剣道場（武道場）

球技場

多目的運動場

水泳プール（屋内）

年間開放日数
（R２年度実績）

外国人向け
表示

スロープ

陸上競技場

野球場・ソフトボール場

※算用数字（１，２，３）で記入し、該当施設がない場合は空欄となります。

簡易
昇降機

点字
案内

障害者
浴室

（共用含）

障害者用
駐車場3

種類
番号

　　　　　　　項　　　目 （１）　箇所数 （５）施設・設備の設置施設数

規模 夜間照明のある
施設数

障害者用
トイレ

エレ
ベーター

　施　設　種　別

地域に開放してい
る

施設数

７．調査票番号 ８．学校種別 ９．本校・分校別

体育・スポーツ施設現況調査
Ｄ　大学・短期大学・高等専門学校体育施設調査票（２）

２．学校名 ３．記入者名 ４．課/Tel ５．体育施設所在都道府県

統計法に基づく
国の統計調査で
す。調査票情報
の秘密の保護に
万全を期します。



 
（別紙２の１）                             【大企業用】 
 
 

  
 

従業員への賃金引上げ計画の表明書 

 

 

当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）

（又は○年）において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は

対前年）増加率○％以上とすること 

を表明いたします。 

 （を従業員と合意したことを表明いたします。） 

 

令和 年  月  日 

 株式会社○○○○ 

 （住所を記載） 

 代表者氏名 ○○ ○○   

 

 

 

 

 上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法

によって、代表者より表明を受けました。 

 

 

令和 年  月  日 

 株式会社○○○○ 

 従業員代表          氏名 ○○ ○○  印 

 給与又は経理担当者      氏名 ○○ ○○  印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
（別紙２の１）                             【大企業用】 
 
 

  
 

（留意事項） 

１．事業年度により賃上げを表明した場合には、「法人事業概況説明書」を事業

当該事業年度における同書を作成後速やかに契約担当官等に提出してくださ

い。 

  なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作

成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を

提出してください。 

２．暦年により賃上げを表明した場合においては、「給与所得の源泉徴収票等の

法定調書合計表」を当該年の同表を作成後速やかに契約担当官等に提出して

ください。 

３．上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合

又は上記確認書類を提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価

落札方式による入札に参加する場合、技術点又は評価点を減点するものとし

ます。 

４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告

が行われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判

明の時期により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点措置開始時

に当該事由を確認した契約担当官等により適宜の方法で通知するものとしま

す。 



 
（別紙２の２）                          【中小企業等用】 
 

  
 

従業員への賃金引上げ計画の表明書 

 

 

当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）

（又は○年）において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とす

ること 

を表明いたします。 

 （を従業員と合意したことを表明いたします。） 

 

令和 年  月  日 

 株式会社○○○○ 

 （住所を記載） 

 代表者氏名 ○○ ○○   

 

 

 

 

 上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法

によって、代表者より表明を受けました。 

 

 

令和 年  月  日 

 株式会社○○○○ 

 従業員代表          氏名 ○○ ○○  印 

 給与又は経理担当者      氏名 ○○ ○○  印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
（別紙２の２）                          【中小企業等用】 
 

  
 

（留意事項） 

１．事業年度により賃上げを表明した場合には、「法人事業概況説明書」を事業

当該事業年度における同書を作成後速やかに契約担当官等に提出してくださ

い。 

  なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作

成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を

提出してください。 

２．暦年により賃上げを表明した場合においては、「給与所得の源泉徴収票等の

法定調書合計表」を当該年の同表を作成後速やかに契約担当官等に提出して

ください。 

３．上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合

又は上記確認書類を提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価

落札方式による入札に参加する場合、技術点又は評価点を減点するものとし

ます。 

４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告

が行われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判

明の時期により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点措置開始時

に当該事由を確認した契約担当官等により適宜の方法で通知するものとしま

す。 
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